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第２期トランプ政権（トランプ２．０）の関税政策は全ての輸入自動車に 25%の追加関税を課す段

階に進む。大統領が関連文書に署名した３月２６日には、日本や韓国、ドイツなど自動車を主力産業

とし、米国向けに輸出を行ってきた国々を中心に激震が走った。 

欧州連合（ＥＵ）は、関税の問題について交渉による問題解決を望んではいるが、関税引き上げと

対抗措置の応酬へとエスカレートを回避できるのか予断を許さない。ＥＵは、３月１２日の鉄鋼・ア

ルミニウムへの 25％の関税発動に対しては、即座に対抗措置を打ち出す方針を表明したが、対抗措置

の発動は４月中旬とし、交渉の時間を確保した。自動車関税も、ＥＵは声明文で「交渉による解決策

を引き続き模索」すると同時に「今後数日中に想定しているその他の措置（筆者注：主に４月２日公

表予定の「相互関税」を指すものと思われる）と合わせて評価する」としており、相応の対抗措置を

打ち出すと思われる。カナダも輸入自動車関税引き上げの対抗措置の協議を進めている。 

こうした動きに対して、トランプ大統領は 27日には自身のＳＮＳに「もしＥＵが、米国経済に損害

を与えるためにカナダと協力するのであれば、現在、計画されているよりも遥かに大幅な関税が両者

に課されることになる」と牽制する投稿を行っている。 

 

トランプ 2.0の攻撃に対応を迫られるＥＵ 

「欧州は攻撃を受けている」。安全保障面での緊張が高まった３月初めから 10日余り、欧州を出張

時に参加したシンポジウムの登壇者が用いたフレーズだ。欧州の危機感を端的に表している。 

トランプ２．０は、ＥＵが掲げる価値観と米欧間の安全保障の負担と競争条件の不公平性に不満を

抱き、激しく攻撃している。 

価値観への攻撃の最たるものは、２月１４日の欧州の民主主義を激しく批判したバンス副大統領の

ミュンヘン安全保障会議での講演であろう。トランプ２．０とＥＵの対立は、米国内の保守対リベラ

ルの対立の構図の相似形に見える。社会・文化軸（緑（Ｇ）・オルタナティヴ（Ａ）・リバタリアン（Ｌ）

対伝統的（Ｔ）・権威主義（Ａ）・ナショナリズム（Ｎ)）に基づいて考えるならば、トランプ２．０の

米国とＥＵは異なった位置にあり、米国はＥＵよりもむしろロシアや中国に近いことになる。 
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安全保障の面では、トランプ２．０は、ウクライナのＮＡＴＯ加盟、ウクライナへのＮＡＴＯの平

和維持部隊や米軍の派遣を否定し、国防支出の目標のＧＤＰ比２％から５％への引き上げを求める。

欧州は、米国との価値観という共通の基盤が失われ、米国が信頼できないパートナーとなった現実を

認め、停戦後のウクライナへの安全保障の保証と、欧州の防衛・安全保障のために、米国に依存しな

い体制、戦略的自立に真剣に取り組む必要に迫られている。 

２月２８日のホワイトハウスでの米国とウクライナの首脳会談が決裂した後、米国はウクライナへ

の軍事支援、情報支援の一時停止に動いたが、欧州の動きも迅速だった。３月２日にはロンドンで欧

州を中心とする 18カ国・機関による首脳会議が開催、有志国連合でウクライナに安全保障の保証を提

供することで合意した。ドイツは４日、フランスは５日に国防費の引き上げ方針を表明した。６日開

催のＥＵの首脳会議では欧州委員会が提案した総額 8000億ユーロ（約 130兆円）の「欧州再軍備計画

（ReArm Europe Plan）」を全会一致で承認した。ドイツは、２月２３日に総選挙を実施した第１党と

なったメルツ党首率いるキリスト教民主・社会同盟（ＣＤＵ・ＣＳＵ）とショルツ首相の中道左派ド

イツ社会民主党（ＳＰＤ）が連立協議中だが、新政権発足を前に３月２１日に国防費とインフラ投資

を拡大のために「債務ブレーキ」を見直す憲法改正を可決・承認した。３月２０～２１日の首脳会議

に向けて欧州委員会は「欧州の防衛の未来に関する白書」と「欧州再軍備計画」の詳細を示した（巻

末資料参照）。 

関税政策は競争条件公平化のためのツールである。トランプ 2.0は、同盟国・同志国こそ、米国か

ら「搾取」する国々と見ており、トランプ大統領はＥＵを「米国を利用することだけを目的として結

成された（３月１３日自身のＳＮＳへの投稿）」と認識している。ＥＵは、「高率の付加価値税は輸出

補助金」、「デジタル規制は米ハイテク企業への課税」など米国側の一方的な理由付けで高率の「相互

関税」が課される可能性に備えねばならない。ＥＵとしては、関税率の差への交渉には応じる構えが

あるが、付加価値税率やデジタル規制の適用について米国政府の干渉を受け入れられず、議論は平行

線を辿る恐れがある。ＥＵが、防衛・安全保障の強化に動き出したといっても、現状の欧州の安全保

障は米国を中核とする体制であり、欧州の自立は長期の目標だ。停戦後のウクライナへの安全保障を

欧州が中心で提供するとしても、米国の支援は必要である。こうした事情が米欧の全面対決を回避す

る力となりそうだ。それでも、米国トランプ 2.0からの関税を利用した経済的威圧に、ＥＵが、2023

年 11月に発効した「反威圧的措置規則（ＡＣＩ）」に基づいて対応するという米欧の対立の先鋭化リ

スクも意識せざるを得ない。 

 

求められる競争力の強化、域内の結束 

ＥＵが価値観を守り、米国からの圧力に対峙し、防衛・安全保障面での自立を進めるには競争力の

強化も必要だ。１月 29日に欧州委員会が公表した戦略指針「競争力コンパス」は、「米中とのイノベ

ーション格差の是正」、「脱炭素化と競争力強化」、「経済安全保障の強化（特定国への依存の低減）」を

目標とし、これらを実現するために「規制・行政手続きの簡素化」、「単一市場内の障壁の削減」、「競

争力のための資金調達経路の強化」、「技能と質の高い雇用の促進」、「ＥＵと各国の政策調整」を進め

る。具体策として 2月 26日には「脱炭素化と競争力強化」のための「クリーン産業ディール」が、「規

制・行政手続きの簡素化」のための「オムニバス法案」が、3月 19日には「競争力のための資金調達
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経路の強化」の具体策である「欧州貯蓄投資同盟」に関わる文書が公表されている（巻末資料参照）。 

安全保障の自立をより速やかに効率的に実現するためにはＥＵは結束する必要があり、競争力のた

めにもＥＵの単一市場を強化することが有効だ。訪欧時に参加したシンポジウムで、スタートアップ

企業やファンドの経営者、研究者など様々なバックグラウンドの登壇者らは、揃ってＥＵには、「規制・

行政手続きの簡素化」とともに「単一市場内の障壁の削減」が必要と述べていた。 

 

各論での対立を乗り越えられるか？ 

ＥＵには危機が統合深化のバネとして働くという経験則がある。この２カ月あまりの動きを振り返

ると、トランプ 2.0の米国の変化という危機が、防衛安全保障の自立や競争力強化の動きを加速させ

ているように見える。 

しかし、「総論」では一致しても、各論の段階では利害が対立し、結論が望ましい水準に届かない、

意思決定が遅れるというのもＥＵの経験則である。ＥＵ内には超国家機関であるＥＵ対加盟国の権限

を巡る対立、大国主導への中小国の懸念、北欧と南欧、あるいは西欧と東欧の間での財政事情や経済

力、政策の優先順位の違いなど様々な分断線がある。 

こうした分断線が早くも浮かび上がっているのが、加盟国の国防支出の増加を促す「欧州再軍備計

画」の議論である。同計画はＥＵ債で調達した資金を加盟国に融資する最大 1500億ユーロの枠組み「欧

州のための安全保障行動（ＳＡＦＥ）」と、ＥＵの財政ルールの「国家免責条項」適用（国防支出の増

加を理由とする純支出経路からの逸脱を４年間許容する）の２本柱からなる。国防支出の対ＧＤＰ比

が現在のＮＡＴＯ基準である２％を下回る国は南東欧に多く、同じ水準を目指そうとすれば、より多

くの努力が求められることになる。しかし、国防支出の水準が低い国は、押し並べて財政事情が厳し

い。一方、ロシアへの脅威認識は、北欧やポーランドほど高くはなく、移民・難民の方がより差し迫

った問題である。他方、ＥＵの再軍備による産業活性化の恩恵を受けるのは防衛企業を要する大国が

中心になると見込まれる。ＥＵが「国家免責条項」を認めても、ＳＡＦＥを利用して借金を増やすこ

とで市場の評価が下がるリスクを犯すことにはなる。折しも、ドイツの「債務ブレーキ」見直しとい

う大胆な方向転換は、ドイツだけでなく、ユーロ圏の他の国の利回りも押し上げる要因となった。過

剰債務国がためらいを感じるのは当然と言え、ＥＵが用意すべきは融資の枠組みではなく、補助金と

いう声も上がっているという。 

安全保障の危機への対応は急がねばならないが、脆弱国の財政危機の引き金を引いてしまっては、

安全保障面での脆弱性を却って高めることになる。防衛安全保障の自立に向けた結束はさっそく試さ

れている。 
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（資料）第２期フォンデアライエン欧州委員会が示した戦略指針 

 

（資料）欧州委員会資料より作成 
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